





























































































































































































































































































































































































































































































































































































4第 2項)，弁護士付添人の必要約関与 (22条の 3)，検察官による抗告受理申立制





2 改正前の 17条による観護措霞期間は， 2週間を原則として I回の期間更新を
認め，合計で最長 4週間に根られていた。ただ，実務においては，調査や鑑別の実
情，審判期日の設定の都合などから，多くの場合に 1回の更新を認める扱いが通常
























































































































































































































し，事件を広島高裁に差戻した(最判平 18'6・20裁判所持報 1414号 8頁)。ここで
は，行為者が少年 (20歳未満)であったかどうか，さらには死刑適用可能年齢の行
為時 18歳を?と、の程度超えていたかとは無関係に，極めて惑質で重大な事件の場合
には，原則として死刑を選択し，死刑回避を例外とする判断枠組みが示されたもの
と見ることができる。この最高裁判決には，たとえ少年による事件で、あっても，死
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刑適用年齢を超えている以上， I犯罪者は事件の内容に応じた糞{壬を負担しなけれ
ばならないj とする内容のメッセージを見ることができる。そして，一般人(素
人)の素直な市民感覚の反映が期待されている裁判員裁判においては，そのような
意識・感覚がより強〈現れてくることが予想される。
3 このような状況のもとで，上告審段階から少年についた大弁護団の対応に
は，法曹人としての職業倫理との関係で重大な疑問がある。ひとつは，最高裁が異
例とも言える公判を開くことそ決定し，控訴審判決が復される可能性の高いことが
明白な場面で，大した理由もなしに主任弁護人らが公判予定臼に欠席するという戦
術をとったことである。もうひとつは，最高裁が「死刑を回避する特段の事情Jの
立証そ求めた差戻し審において，殺意や強姦の故意を否定する戦略を?とったり，心
理鑑定のストーリーにもとづいて「ドラエモンが救ってくれると怒ったj というよ
うに，ことさらに少年の未熟さを印象づけようとしたことである。しかし，拘議所
内から友人に宛てた少年の手紙の内容がテレビ報道されるなかで，正恵なところ，
手紙の内容とドラエモンのストーリーとの聞のあまりのギャップに惇然とする思い
をした人も多かったと思われる。
もっとも，この事件においては，各種の報道機関の姿勢にも大きな問題があった
と言わなければならない。少年の手紙については，報道機関が，一部分だけを切り
取って公開することで少年の悪性をことさらに強調するという不適切な対応が見ら
れた。手紙全体を公開していれば，少年に特有の虚勢も見られ，社会の印象も異
なっていた可能性は否定できない。また，被害者の夫が冷静な態度で極刑を望む場
面だけが強調され， I凶悪な少年J対「冷静な被害者遺族Jという対立的な構図が
社会に定着することになってしまった。こうした状況のもとで弁護屈の対応を見た
場合，社会がどちらに共感するかは，あまりに明白である。やはり，弁護団として
は，最高裁に正面から向き合って，少年の反省と改善可能性を積極的に立証すべき
であったと考える。誤解を恐れずに，あえて言えば， I光市母子殺害事件jの少年
は，人権派と目されている急進的な死刑廃止運動家の弁護人によって，かえって死
刑を問避する可能性を部ざされてしまったものと思われる。
むすびに代えて
以上，少年法制の成立過程とその理念・特徴を確認したうえで，わが国の少年法
をめぐる最近の動きについて，主要な論点、を具体的に見てきた。時間の関係で，必
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〔資料〕少年法の理念と現状一保護主義と厳罰化論のはざまで
ずしも十分に掘り下げた検討はできなかったし，残された論点も少なくない。ま
た，今後，さらなる改正論議が必要な論点もある。しかし，現待点の本稿の結論と
しては，現在の少年法の基本的な枠組みを維持していくことに特設の詞題はないも
のと考える。ただ，現行少年法に対して予想される批判や反論については，丁寧か
っ根気よく説明資任を果たしていかなければならない。それは，何らかの形で少年
法に関わる者の責任であると言えよう。
その際，重視すべきは，非行少年の健全育成(成長発達権)と再社会化であり，
少年法がそれを保障する役割を泉たしているということである。少年の健全育成と
碍社会化の合理性・必要性については，いわゆる厳罰化論を主張する立場も，一般
論としては否定するものではないと忠われる。ただ，唯一，悶難なのは，被護者が
死亡したような重大事案において，少年の健会育成の必要性をどのようにして説得
的に説明するかということである。この場面では，二者択一的な理念や理想、論は無
意味であり，無力なものになりかねない。健全育成を阻害しない限りでの情報開示
や儲々の事案の検証，そして関係者が非行少年の健全育成に向けてどのような努力
ぞ続けているかを，呉体的かっ積綴的に暁らかにすることによって，少年法に対す
る無用な反感を和らげる必要があろう。
他方，非行少年に対しでも，成長発遠権の保障は非行がなかったかのように扱う
ものではないことを，きちんと理解させる必要がある。この点で，成長発達権を前
提とする健全育成は，社会に対する少年の義務でもあり，少年法における責任追及
のあり方だと言ってもよい。この場面でも，少年問題や少年法に関わる者の役割に
は大きな期待が寄せられているのである。
*本稿は， r名古屡少年友の会J2010年度総会 (2010年4月28Blの後に行った講演
の原稿に大幅な加筆をし， r書き言葉jに改めたものである。特に，当日は待問の関
係もあって，かなりの部分をレジュメに談らざるをえなかったが，本稿ではそれも
取り込んでまとめである。当日は，参加会員の方々から，多くの適切なご質問や有
意義なご指摘をいただいた。講演の機会を与えていただいたことと併せて，改めて
おネしをと申し上げたい。
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